
可
能
な
免
震
構
造
の
採
用
や
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル

デ
ザ
イ
ン
へ
の
配
慮
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー

ビ
ス
に
よ
る
利
用
者
の
立
場
に
た
っ
た
機
能

を
検
討
し
ま
す
。

　

ま
た
、
市
内
に
は
多
く
の
伝
統
芸
能
が
あ

り
、
淡
路
瓦
な
ど
地
場
産
業
も
盛
ん
で
す
。

無
駄
を
省
い
た
機
能
的
な
も
の
と
し
つ
つ

も
、
地
域
の
特
性
や
歴
史
を
感
じ
さ
せ
る
庁

舎
デ
ザ
イ
ン
を
考
え
て
い
ま
す
。

※
グ
リ
ー
ン
庁
舎
＝
省
エ
ネ
化
や
人
に
優
し
い
素
材

の
使
用
な
ど
、
環
境
負
荷
の
低
減
に
配
慮
し
た
庁
舎

新
庁
舎
建
設
の
基
本
的
な
指
標

❶
平
成
28
年
の
目
標
人
口
＝
５
万
人

❷
市
議
会
議
員
数
＝
20
人

❸
庁
舎
勤
務
職
員
数
＝
平
成
30
年
の
全
職
員

　

５
０
０
人
の
う
ち
３
２
７
人
が
勤
務（
表
２
）

❹
庁
舎
内
組
織
体
制
＝
８
部
局
28
課
70
係

新
庁
舎
の
位
置
は「
南
あ
わ
じ
市
役

所
中
央
庁
舎
周
辺
」と
し
ま
す

　

市
役
所
に
求
め
ら
れ
る
も
の
や
位
置
、
条

2
広報 
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新
庁
舎
の
必
要
性

　

平
成
18
年
11
月
か
ら
市
民
代
表
等
で
構
成

さ
れ
た
南
あ
わ
じ
市
庁
舎
等
公
共
施
設
整
備

検
討
委
員
会
で
様
々
な
議
論
が
な
さ
れ
、
昨

年
２
月
、
同
委
員
会
か
ら
「
南
あ
わ
じ
市
庁

舎
等
公
共
施
設
整
備
基
本
計
画
書
」と
し
て
、

市
長
が
答
申
を
受
け
ま
し
た
。

　

市
で
は
、
同
計
画
書
を
庁
舎
等
公
共
施
設

の
あ
り
方
を
検
討
し
て
い
く
際
の
礎
と
な
る

「
南
あ
わ
じ
市
庁
舎
等
公
共
施
設
整
備
基
本

方
針
」
と
位
置
づ
け
、
よ
り
具
体
・
個
別
的

な
検
討
を
行
う
際
に
、
常
に
立
ち
返
る
べ
き

指
針
と
し
て
い
ま
す
。

現
在
の
分
庁
舎
は
老
朽
化
が
進
み
、安
全

面
・
維
持
管
理
面
で
速
や
か
な
整
備
が
必
要

　

東
南
海
・
南
海
地
震
で
大
き
な
被
害
を
想

定
さ
れ
て
い
る
本
市
で
は
、
施
設
の
耐
震
診

断
と
耐
震
化
が
喫
緊
の
課
題
で
す
。

　

市
民
生
活
に
関
わ
る
多
く
の
機
能
や
情
報

を
守
る
た
め
、
防
災
・
災
害
復
旧
（
復
興
）

拠
点
施
設
の
役
割
を
充
分
に
果
た
せ
る
施
設

と
し
て
、
速
や
か
な
整
備
が
必
要
と
な
っ
て

い
ま
す
。

分
庁
舎
方
式
の
現
状
か
ら
見
た
新

庁
舎
の
必
要
性

　

分
庁
舎
方
式
で
は
、
簡
易
な
窓
口
サ
ー
ビ

ス
は
総
合
窓
口
セ
ン
タ
ー
で
完
結
し
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
多
岐
に
わ
た
る
相
談
業
務
や

専
門
的
知
識
が
必
要
な
事
務
処
理
、
各
種
届

出
に
連
動
す
る
申
請
な
ど
、様
々
な
市
民
ニ
ー

ズ
へ
の
対
応
が
困
難
な
現
状
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
職
員
の
定
員
適
正
化
を
行
う
に
は
、

庁
舎
間
移
動
等
の
時
間
や
労
力
を
削
減
す
る

だ
け
で
な
く
、
円
滑
な
行
政
事
務
の
推
進
や
事

務
の
効
率
化
、
組
織
の
ス
リ
ム
化
が
必
要
と
な

り
、
庁
舎
の
整
備
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

財
政
健
全
化
に
伴
う
問
題
と
新
庁

舎
建
設
の
緊
急
性

　

新
庁
舎
建
設
は
通
常
、
市
単
独
の
経
費
で

行
う
建
設
事
業
で
す
が
、
合
併
特
例
事
業
債

の
活
用
で
実
質
的
な
負
担
額
が
約
11
億
円
に

軽
減
さ
れ
ま
す
。（
表
１
）

　

市
の
「
財
政
健
全
化
計
画
」
で
は
、
庁
舎
の

建
設
費
を
試
算
し
、
19
億
円
の
合
併
特
例
事
業

債
を
見
込
ん
で
い
ま
し
た
。
し
か
し
、
❶
建
築

費
指
数
の
変
化
❷
グ
リ
ー
ン
庁
舎
の
採
用
❸
災

害
対
策
・
耐
震
化
性
能
の
向
上
❹
景
観
へ
の
配

慮
や
シ
ン
ボ
ル
化
へ
の
対
応
か
ら
４
億
円
増
の

23
億
円
に
増
額
。
こ
の
増
額
分
が
実
質
公
債
費

比
率
に
及
ぼ
す
影
響
を
検
証
し
た
と
こ
ろ
、
微

増
と
見
込
ま
れ
る
結
果
と
な
り
、
庁
舎
建
設
が

今
後
の
財
政
健
全
化
推
進
に
向
け
て
、
大
き
な

支
障
と
な
る
こ
と
は
な
い
と
判
断
し
て
い
ま
す
。

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
か
か
る
問

題
と
新
庁
舎
建
設
に
よ
る
対
応

　

新
庁
舎
建
設
に
伴
い
、
分
庁
舎
や
出
張
所
、

連
絡
所
、
支
所
に
代
わ
っ
て
、「
市
民
交
流

セ
ン
タ
ー
（
仮
称
）」
を
市
内
21
地
区
（
旧
小

学
校
区
＋
潮
美
台
地
区
）
に
設
置
し
ま
す
。
市

か
ら
は
、
自
主
的
な
運
営
・
活
動
経
費
と
し

て
、「
地
域
づ
く
り
交
付
金
制
度
」を
創
設
し
、

様
々
な
地
域
づ
く
り
活
動
を
支
援
し
ま
す
。

表１．市の特性や建設条件、仕様等を勘案した概算事業費と財源

新
庁
舎
建
設
の
あ
ら
ま
し

防
災
拠
点
と
し
て
の
整
備
、組
織
の
ス
リ
ム
化・効
率
化

問題点

❶
昭
和
32
年
建
築
の
南
淡
庁
舎
を
は
じ
め
、
約
６

割
の
庁
舎
が
建
物
の
耐
力
度
や
耐
震
性
が
低
い

❷
老
朽
化
が
進
み
、
今
後
修
繕
費
の
増
加
が
見

込
ま
れ
る

問題点

平
成
26
年
度
ま
で
の
整
備
で
な
け
れ
ば
、財
政
的
に

有
利
と
な
る
合
併
特
例
事
業
債
が
活
用
で
き
な
い

　

将
来
的
に
は
、庁
舎
整
備
が
必
要
で
あ
り
、平

成
27
年
度
以
降
の
庁
舎
建
設
と
な
れ
ば
、全
額

市
の
負
担
約
31
億
円
が
見
込
ま
れ
る
。

問題点

❶「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
」の
希
薄
化

　

年
々
、活
動
を
中
止
す
る
団
体
が
増
え
て
い
る

な
ど
の
問
題
が
あ
る
。

❷「
自
ら
の
ま
ち
づ
く
り
」の
力
が
必
要

　

地
域
の
課
題
は
、
地
域
の
人
が
自
ら
の
問
題
と

し
て
、
取
り
組
む
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

新
庁
舎
は
災
害
時
の
防
災
拠
点
と
し
て
、

大
地
震
で
も
機
能
確
保
・
収
納
物
の
保
全
が

新
庁
舎
の
概
要

事
業
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

　

次
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
平
成
26
年
度
の
新

庁
舎
開
庁
を
目
指
し
て
い
ま
す
。（
表
４
）

新
庁
舎
の
概
算
事
業
費

　

平
成
16
年
度
に
建
設
さ
れ
た
他
市
の
事
例

を
も
と
に
、
南
あ
わ
じ
市
の
特
性
や
建
設
条

件
、
仕
様
な
ど
を
考
え
、
建
物
１
㎡
あ
た

り
の
工
事
費
を
24
万
５
０
０
０
円
（
１
坪
あ

た
り
80
万
９
０
０
０
円
）、
建
物
工
事
費
を

17
億
１
５
０
０
万
円
と
算
出
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
に
、
そ
の
他
工
事
費
や
設
計
監
理
費
、

用
地
費
な
ど
を
加
え
た
も
の
が
、
表
１
の

概
算
事
業
費
と
な
っ
て
い
ま
す
。

新
庁
舎
の
維
持
管
理
費

　

新
庁
舎
と
現
中
央
庁
舎
の
維
持
管
理
費

は
、
年
間
４
６
３
９
万
円
を
想
定
し
て
い

ま
す
。（
表
５
）

　

ま
た
、
グ
リ
ー
ン
庁
舎
を
採
用
す
る
こ

と
で
、
よ
り
一
層
の
維
持
管
理
費
の
削
減

に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

中
央
庁
舎
以
外
の
分
庁
舎
跡
地
の

有
効
利
用
と
資
産
運
用

　

新
庁
舎
建
設
後
の
分
庁
舎
跡
地
は
、
不

要
に
な
っ
た
土
地
・
建
物
を
原
則
売
却
し

ま
す
。
新
耐
震
基
準
を
達
成
し
て
い
る
建

物
は
、
資
産
運
用
も
含
め
て
新
た
な
財
源

確
保
に
努
め
る
方
針
で
す
。

　

土
地
・
建
物
で
有
効
利
用
が
図
ら
れ
る

も
の
は
、
市
民
の
利
便
性
を
考
え
な
が
ら
、

庁
舎
の
立
地
条
件
や
地
域
と
の
関
連
性
を

重
視
し
、
検
討
し
て
い
き
ま
す
。

問題点

現
在
の
分
庁
舎
方
式
は
、事
務
の
効
率
化
や
組

織
の
ス
リ
ム
化
の
制
約
に
な
っ
て
い
る

　

会
議
や
打
ち
合
わ
せ
、協
議
、書
類
の
流
れ
、

公
用
車
で
の
移
動
な
ど
、時
間
と
労
力
に
大
幅

な
ロ
ス
が
発
生
。今
後
の
職
員
数
削
減
の
流
れ

に
対
応
で
き
な
い
。

　
　
　
　
　
　
　
　

  

平
成
17
年
４
月
１
日   

平
成
30
年
４
月
１
日

定
員
適
正
化
計
画　

６
６
１
人  

⬇ 

５
０
０
人

▲１日２便、職員が庁舎間
を移動して書類等を回収
する連絡便。庁舎間をつな
ぐ事務にロスが出ています

※
表
３
．総
務
省
基
準
で
は「
延
床
面
積
８
３
４
０
㎡
、職
員

１
人
あ
た
り
25
・
27
㎡
」を
適
正
規
模
と
し
て
い
ま
す

区分 H21.10.1 H27.4.1 H30.4.1

庁舎勤務職員 387人 342人 327人

出先等勤務職員 223人 186人 173人

全職員 610人 528人 500人

表２．想定する市職員数と庁舎勤務職員数

区分 延床面積

敷
地
面
積

新庁舎全体の必要面積 25,000㎡

中央庁舎の利活用敷地面積 7,760㎡

新たに必要な敷地面積 17,240㎡

延
床
面
積

市として必要な延床面積 8,340㎡

中央庁舎の利活用面積 1,340㎡

新庁舎の延床面積 7,000㎡

表３．新庁舎の敷地規模と延床面積

住民説明会

南あわじ警察署

三
原
川

至掃守

現中央庁舎

市民広場ゾーン
を庁舎周辺に整備

新駐車場

新駐車場・
駐輪場

周辺には

緑地を整備

ケーブルネット
ワーク淡路

Ｎ

 
国道28号

至福良 至洲本

パルティ

新庁舎

▲配置計画イメージ
※確定した配置計画ではありません

庁舎建設、まちの未来
を住民に説明。

市内21地区で新庁舎の必要性を説明

　現在４つある分庁舎を廃止し、平成25～26年度にかけて建設する方針の

市役所の新庁舎。基本設計業務にかかる当初予算が３月議会で承認され、４

月16日の八木地区を皮切りに、５月中旬まで住民説明会が行われています。

　市内21地区の住民説明会で出された意見は、十分検討した上で採

用可能なものは基本計画に盛り込む考えです。問市長公室☎43-5002▲八木地区公民館での説明会

南
あ
わ
じ
市
新
庁
舎
建
設
基
本
計
画（
案
）

項目 概算事業費
内訳

償還額
合併特例債の活用
による交付税算入 実質市負担額

起債 一般財源

❶建物工事費 17億1,500万円 16億2,920万円 8,580万円 21億1,955万円 14億8,369万円 7億2,166万円

❷その他工事費 2億3,260万円 2億2,080万円 1,180万円 2億8,620万円 2億35万円 9,765万円

❸設計監理費 1億2,000万円 7,590万円 4,410万円 9,876万円 6,912万円 7,374万円

❹用地費等その他経費 4億5,000万円 3億8,000万円 7,000万円 4億9,439万円 3億4,609万円 2億1,830万円

合計 25億1,760万円 23億590万円 2億1,170万円 29億9,890万円 20億9,925万円 11億1,135万円

2億1,170万円＋29億9,890万円－20億9,925万円＝11億1,135万円
建設の実質市負担額建設時の経費 市の返済額 国からの補填額

※実質市負担額のうち、８億９,96５万円は今後25年間かけて返済することになります

年度 事業スケジュール

H21年度 基本計画

H22年度 ①住民説明会②基本設計

H23年度
①基本設計②実施設計、
用地の調査・確保・整備

H24年度
①実施設計、用地の調査・
確保・整備②附帯工事

H25年度 ①附帯工事②建設工事

H26年度 ①附帯工事②建設工事

現在は作成した基本計画（案）で、住民説明会
を行っている段階です。住民説明会後、基本
計画が修正され、基本設計の段階に進みます

開庁
平成26年度中

表4．平成26年度までの事業スケジュール

（
４
頁
の
市
民
交
流
セ
ン
タ
ー
記
事
に
続
く
）

区分 年間維持管理費

現５庁舎合計 7,564万円

新庁舎と中央庁舎 4,639万円

削減効果 2,925万円

中央庁舎＝920万円、緑庁舎＝1,712万円
西淡庁舎＝1,677万円、三原庁舎1,644万円
南淡庁舎＝1,611万円

表5．平成20年度、現５庁舎の年間維持管理費

（右）ピーク時の消費電力
を抑えるデマンド監視装
置。現在の分庁舎でも導
入していますが、新庁舎で
の採用も検討しています

件
な
ど
を
調
査
・
検
討
し
た
結
果
、
中
央

庁
舎
の
利
活
用
が
、
よ
り
多
く
の
課
題
を

解
消
で
き
る
と
し
て
判
断
し
ま
し
た
。




